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※変更箇所付近に赤丸をつけております。 

 

 

 

 

施策 

本計画では、基本目標を計画の実現に向けた大綱として位置づけ、その下に紐づく施策を設定していま

す。 

 

 

 
図 1 計画の基本構成 
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計画の体系 
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基本目標１ エネルギーを賢く利用し、気候変動の影響にも対応するまち 

 

【地球温暖化対策実行計画（区域施策編）及び地域気候変動適応計画としての位置づけ】 

基本目標１は、「地球温暖化対策の推進に関する法律」（地球温暖化対策推進法）第 21 条に基づく「町

田市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）」及び、「気候変動適応法」第 12 条に基づく「地域気候変動

適応計画」として位置づけます。 

 

 

 

 

基本目標  施策  取組方針 

     

エ
ネ
ル
ギ
ー
を
賢
く
利
用
し
、 

気
候
変
動
の
影
響
に
も
対
応
す
る
ま
ち 

 

［1］省エネルギーの

普及・導入を進

めます 

 

①温室効果ガス排出量やエネルギー使用量の「見え

る化」を進めます 

②家庭・事業所での省エネ機器等の導入を支援します 

③公共施設の率先的な省エネ機器の導入を推進します 

④地球温暖化対策の取組の情報を分かりやすく発信

します 
    

 

［2］再生可能エネル

ギーの普及・導

入を進めます 

 

 
①新たな再生可能エネルギー導入の仕組みづくりを進めます 

②家庭・事業所での再生可能エネルギーの導入を支援します 

③公共施設における再生可能エネルギーの導入を推進します 

    

 

［3］将来的なゼロカ

ーボンに向けた

まちづくりを進

めます 

 

 

 

①次世代自動車の普及促進等を図ります 

②新たな交通サービスを形成します 

③自転車利用環境の整備を進めます 

④自家用自動車の利用を控え、公共交通利用を進めます 

⑤再開発等におけるエネルギーの効率化を図ります 

⑥地域の事業者等との連携による脱炭素型ライフス

タイルを推進します 

⑦町田の農産物の地産地消を推進します 

⑧みどりを活用・保全します 
    

 

［4］身近な気候変動

の影響への適応

を進めます 

 
①市民生活や健康への影響に関する対策を推進します 

②風水害、土砂災害への対策を推進します 

③農業及び自然環境への影響に関する対策を推進します 

重点プロジェクト１ 

重点プロジェクト４ 

重点プロジェクト２ 

施策体系 
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「基本目標１エネルギーを賢く利用し、気候変動の影響にも対応するまち」における計画の進捗状況を

把握するため、施策ごとの成果をあらわす指標を以下のとおり設定し、今後評価を行います。 

省エネルギーの普及・導入を進めます 

指標 
基準値 
（年度） 

目標値 
（目標年度） 

市内のエネルギー消費量（TJ※1） 
13,953 TJ 

（2013年度） 

8,429 TJ 
（2030年度） 
※約 40%削減 

家庭のエネルギー消費量 
（世帯数当たり）（GJ※2/世帯） 

32.8 GJ/世帯 
（2013年度） 

20.7 GJ/世帯 
（2030年度） 
※約 37%削減 

事業者のエネルギー消費量 
（延床面積当たり）（GJ/m2） 

0.84 GJ/m2 
（2013年度） 

0.50 GJ/m2 
（2030年度） 
※約 41%削減 

 

再生可能エネルギーの普及・導入を進めます 

指標 
基準値 
（年度） 

目標値 
（目標年度） 

市内の再生可能エネルギー導入量（累計）
（kW※3） 

37,378 kW 
（2019年度） 

44,888 kW 
（2030年度） 
※約 20%増加 

 

将来的なゼロカーボンに向けたまちづくりを進めます 

指標 
基準値 
（年度） 

目標値 
（目標年度） 

市内の温室効果ガス排出量（千 t-CO2
※4） 

1,479千 t-CO2 
（2013年度） 

993千 t-CO2 
（2030年度） 
※約 33%削減 

市内乗用車の登録台数に占める 
EV※5、FCV※6の割合（％） 

0.99% 
（2019年度） 

4.57% 
（2030年度） 

 

身近な気候変動の影響への適応を進めます 

指標 
基準値 
（年度） 

目標値 
（目標年度） 

気候変動の影響に備えている市民の割合（％） 
― 

（2022年度） 

基準値から 
10ポイント増加※ 
（2030年度） 

                                                   
※1 TJ：テラ（Tera）・ジュール（Joule）の略号です。テラは 10 の 12 乗を意味し、ジュールはエネルギー量の単位を表

します。0℃の水 1L を 100 ℃まで沸騰させるには 418,000J が必要です。 
※2 GJ：ギガ（Giga）・ジュール（Joule）の略号です。ギガは 10 の 9 乗を意味します。 
※3 kW：キロ（kilo）・ワット（W）の略号です。キロは 10 の 3 乗を意味し、ワットは単位時間あたりに、消費される電

気エネルギーを表します。 
※4 t-CO2：トン（ton）-シーオーツー（CO2）は、温室効果ガス排出量を二酸化炭素の重量に換算した単位を表します。 
※5 EV：電気自動車（EV）は電池に電気を充電し、その電気を使い、モーターを回して走る自動車のことです。 
※6 FCV：燃料電池自動車（FCV）は、燃料電池で水素と酸素の化学反応によって発電した電気エネルギーを使って、モータ

ーを回して走る自動車のことです。 

成果指標 

施策［１］ 

施策［２］ 

施策［３］ 

施策［４］ 
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施策［１］ 省エネルギーの普及・導入を進めます 

地球温暖化の対策には、使用するエネルギーを減らす取組が必要です。 

市民・事業者・行政が、エネルギーについて考え、日常生活や事業活動で省エネ行動を促す情報を発信

するとともに、取組を促進するための仕組みづくり、省エネ機器等の導入を進めます。 

 

■成果指標  

 

 
市の取組 

 

■取組方針① 温室効果ガス排出量やエネルギー使用量の「見える化」を進めます 

市の施設から排出した温室効果ガス排出量の公表やエネルギー使用量を測定するためのツールやアプ

リに関する情報収集・提供を行います。また、地球温暖化対策の具体的な取組によるエネルギーの削減効

果を定量的に示し、その効果を競い合う仕組み等の検討を進めます。 

 

  

指標 
基準値 
（年度） 

目標値 
（目標年度） 

達成に寄与する 
取組方針 

市内のエネルギー消費量

（TJ） 

13,953 TJ 

（2013年度） 

8,429 TJ 

（2030年度） 

※約 40%削減 

①②③④ 

家庭のエネルギー消費量

（世帯数当たり） 

（GJ/世帯） 

32.8 GJ/世帯 

（2013年度） 

20.7 GJ/世帯 

（2030年度） 

※約 37%削減 

①②③④ 

事業者のエネルギー消費

量（延床面積当たり）

（GJ/m2） 

0.84 GJ/m2 

（2013年度） 

0.50 GJ/m2 

（2030年度） 

※約 41%削減 

①②③④ 

市の主な取組 

 市の施設からの温室効果ガス排出量、エネルギー使用量の公表【環境政策課】 

 エネルギー使用測定のためのツールやアプリに関する情報の収集･提供【環境・自然共生課】 

 家庭でのエネルギーの見える化やエネルギー削減報告等による省エネ効果を競い合う仕

組みの検討【環境・自然共生課】                    など 

【資料３ ３５頁を参照】 
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■取組方針② 家庭・事業所での省エネ機器等の導入を支援します 

家庭・事業所での省エネを促進するため、省エネ機器等の情報提供・導入支援を進めます。 

 

 

■取組方針③ 公共施設の率先的な省エネ機器の導入を推進します 

市における省エネの率先行動を徹底し、公共施設の新設・改修時において、省エネ機器等の導入を推進

します。 

 

 

■取組方針④ 地球温暖化対策の取組の情報を分かりやすく発信します 

国や都の地球温暖化対策の取組や助成制度等の情報を、市民・事業者へ分かりやすく提供します。また、

市のエネルギー利用状況の発信や地球温暖化対策に関する学習機会を提供します。 

 

  

市の主な取組 

 家庭・事業所への省エネ機器等の導入支援の検討、情報提供【環境・自然共生課】 

 事業活動における省エネ促進のための融資に係る利子の一部補助【産業政策課】 

 家庭用燃料電池の設置の推進【環境・自然共生課】           など 

市の主な取組 

 公共施設への省エネ機器の導入推進【営繕課】、【施設課】 

 街路灯・園内灯の省エネ化【公園緑地課】、【道路維持課】         など 

 

市の主な取組 

 パンフレットの配布、ホームページ等による地球温暖化対策の取組や国・都・市の助

成制度等の情報提供【環境・自然共生課】 

 地球温暖化対策の具体的な取組の周知【環境・自然共生課】 

 町田市のエネルギー利用の現状や、地球温暖化に関する学習機会の提供【環境・自然

共生課】                                など 

【資料３ ３６頁を参照】 

 



8 

 

 市民の取組 
 

・家電を買い替えるときは省エネ性能の高い機器を選びます。 

・エネルギー使用測定のためのツールやアプリを活用して、家庭でのエネルギー消費状況を把

握します。 

・空調の温度調整等の日常生活でできることから省エネ行動を実践します。 

・家庭用燃料電池を導入して、エネルギーの高効率な利用に努めます。 

・長期優良住宅建築物や東京ゼロエミ住宅の認証基準を満たした住宅の改修・購入を検討しま

す。 

 

 
事業者の取組 

 

・LED 照明や高効率空調設備等を導入して、事業所の省エネを進めます。 

・クールビズやウォームビズなど日常業務における省エネ行動を実施します。 

・ビルエネルギーマネジメントシステム（BEMS）の導入や省エネルギー診断により、業務用

施設（ビル・商業施設など）のエネルギー消費状況を把握し、効率的なエネルギー利用を実

践します。 

・建築物の新築・改修時は、建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律を遵守し、環境

認証制度の取得に努めます。 

 

  

【資料３ ３７頁を参照】 
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重点プロジェクト 

ｐ８１～９０に示す 5 つの重点プロジェクトは、重点プロジェクト設定の基本的な視点に沿って設定し

ています。重点プロジェクトは、計画を推進していくうえで、最新の環境情勢や市の状況を踏まえ適宜見

直しを図ります。 

 

重点プロジェクト 1 再生可能エネルギーの利用拡大 

        

概要 

町田市の二酸化炭素排出量を削減するためには、電気をつくるときに

二酸化炭素を排出しない再生可能エネルギーの利用拡大が重要です。町

田市内に導入できる再生可能エネルギー設備は、自然条件等のポテンシ

ャルから主に太陽光発電システムとなり、市内の住宅・事業所の建物等へ

のシステムの導入が進められています。 

しかしながら、導入の起爆剤となっていた太陽光発電における固定価

格買取制度（FIT 制度）の見直しや FIT 制度の期間が終了する太陽光発電

システムが出てくるなど、この状況を踏まえた新たな導入促進を図る仕

組みづくり等が求められます。また、焼却施設から排出される熱の有効活

用や市内の卒 FIT 電力の活用方法を検討します。 

具体的には、住宅や事業所に向けて、機器導入の初期費用が発生しない

「0 円太陽光発電（PPA）」等の新たな太陽光発電導入の仕組みの検討や

卒 FIT 電力の自家消費を促すために、市内での蓄電池の普及を図ります。

また、焼却施設で発電した電力等の学校・公共施設等での活用方法を検討

します。 

一方で、町田市内に導入できる再生可能エネルギーの量は限られてお

り、市内に導入する再生可能エネルギーにより、市内のエネルギー需要を

すべて満たすことは困難です。そこで、市内の生可能エネルギーの普及拡

大を行うとともに、市外の再生可能エネルギー由来のクリーンな電力の

調達・利用方法を調査・検討します。 

これらの取組を一体的に実施していくことで、さらなる再生可能エネ

ルギーの利用拡大を図ります。 

プロジェクト 
イメージ 

 

【資料３ ７８頁を参照】 
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効果（環境） 

・太陽光発電・廃棄物発電で発電された電力利用による、二酸化炭素排出

削減に貢献 

・市外の再生可能エネルギー由来電力利用による、二酸化炭素削減に貢献 

効果（経済） 

・機器の調達・施工・メンテナンス等に関する産業・雇用創出等を期待 

・電力の自家消費により、電力購入の費用を削減 

・廃棄物発電等の電力購入による、地域内での資金循環 

・事業者が RE100 などの取組を実施することで、ESG 投資による資金の

獲得を期待 

効果（社会） 

・市内の各建物に災害時の電源として活用できる太陽光発電・蓄電池の普

及が進むことで、市域全体の防災機能を強化 

・市外からの電力調達をとおした、地域間の連携力強化を期待 

各主体 

の役割 

【市】   ：蓄電池設置の助成、市のホームページ等で事業の情報提供、

公共施設への電力調達方法の検討、廃棄物発電等の活用方法

の検討 

【市民】 ：太陽光発電・蓄電池の導入、再生可能エネルギー由来電力の

利用 

【事業者】：太陽光発電・蓄電池の導入、機器の設置・施工・メンテナン

ス、再生可能エネルギー由来電力の利用 

関連する基本

目標 

◎基本目標 1 施策［2］の取組方針①～取組方針③ 

○基本目標 5 施策［1］の取組方針①、取組方針⑤ 
 

凡例：◎：最も関連がある目標、○：関連がある目標 

関連する成果

指標 

・市内のエネルギー消費量（TJ） 

・家庭のエネルギー消費量（GJ/世帯） 

・事業者のエネルギー消費量（GJ/m2） 

・市内の再生可能エネルギー導入量（kW） 

・市内の温室効果ガス排出量（千 t-CO2） 
 

ロードマップ 

2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 

          

   
5 年目以降に事業を見直し後、 
方向性等を確認 

太陽光発電等の設備導入による助成金制度の国・都の動向の確認等 

太陽光発電等の設備導入による助成金制度設計 

太陽光発電等の設備導入による助成金制度運用 

廃棄物発電等の活用方法の調査・検討・実証実験 

廃棄物発電等の活用 

再生可能エネルギー由来電力の利用方法の調査・検討・実証実験 

利用制度の設計 

利用制度の運用 

【資料３ ７９頁を参照】 
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重点プロジェクト 2 次世代自動車等の積極的な導入と多面的な活用 

        

概要 

東京都では、2050 年の CO２排出実質ゼロに向けて、2030年までに

都内の新車販売を 100%非ガソリン車とすることを目標に掲げていま

す。こうした状況を踏まえ、町田市内の自動車においても、次世代自動車

（電気自動車（EV）・燃料電池自動車（FCV））への転換を図っていく必要

があります。 

電気自動車（EV）や燃料電池自動車（FCV）は、移動時に温室効果ガス

を排出しないだけでなく、電源として建物等に電力を供給できることか

ら、災害時の非常用電源としても重要な役割を担います。 

本プロジェクトでは、市内の電気自動車（EV）や燃料電池自動車（FCV）

普及のための取組を行うとともに、導入した電気自動車（EV）や燃料電

池自動車（FCV）の多面的な活用の仕組みを構築します。 

電気自動車普及のための取組として、市民・事業者への助成を行うとと

もに、公共施設への充電設備（太陽光発電付き充電設備等）の導入を進め

ます。 

燃料電池自動車（FCV）普及のための取組として、市民・事業者への助

成を行うとともに、市内への水素ステーションの誘致を行います。 

また、公用車へ次世代自動車を率先的に導入します。さらに、非常用発

電機が設置されていない公共施設等に、電気自動車と建物（ビル）の間で

電力の相互供給をするシステム（V2B）、燃料電池自動車用の可搬型給電

器を備えるなど災害時の活用を図ります。 

 

プロジェクトイ
メージ 

 

 

【資料３ ８０頁を参照】 
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効果（環境） 

・太陽光発電で発電した電力や、クリーンな水素を活用することで、温室

効果ガス削減に貢献 

・移動時に大気汚染物質を排出しないため、きれいな空気のまちづくりに

貢献 

効果（経済） 
・関連施設・設備の調達や施工・事業運営等に関する新たな産業・雇用創

出等を期待 

効果（社会） 
・非常用発電機が設置されていない公共施設等に V2B や可搬型給電器が導

入されることで、市域全体の防災機能の強化を期待 

各主体 

の役割 

【市】   ：公用車における次世代自動車の導入、次世代自動車導入の助

成、電気自動車充電設備の設置、水素ステーションの誘致、

V2B・可搬型給電器の導入 

【市民】 ：自家用車における次世代自動車の導入、V2H の導入 

【事業者】：事業者における次世代自動車の導入、V2B の導入 

関連する基本

目標 

◎基本目標 1 施策［3］の取組方針① 

○基本目標 4 施策［1］の取組方針① 

○基本目標 5 施策［1］の取組方針①、取組方針⑤ 

 

凡例：◎：最も関連がある目標、○：関連がある目標 

関連する成果

指標 

・市内の温室効果ガス排出量（千 t-CO2） 

・市内乗用車の登録台数に占める EV、FCVの割合（％） 

・居住地の周辺環境に満足している市民の割合（％） 

・大気環境、水環境、騒音に関する環境基準の達成割合（％） 

 

ロードマップ 

2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 

          

 

 

5 年目以降に事業を見直し後、 

方向性等を確認 

国・都の動向を確認し、事業計画を策定 

公用車へ次世代自動車導入 

公共施設へ充電設備配置・運用 

ＥＶ・ＦＣＶ助成金制度 

【資料３ ８１頁を参照】 

 


